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去る1994年4月30日-5月2日の期間､中国上

海市の復旦大学日本研究センターは第4回国際学

術討論会 (シンポジウム)を開催した｡論題 は

｢戦後日本社会保障制度一兼論中国社会保障制度

改革-｣であった｡提出された報告は日本人12件

(12名)中国人19件 (23名)､計31件 (35名)であ

った｡中国国内から報告者をふくめて､43名が参

加した｡この討論会は日本国際交流基金の賛助を

受け､開会式には駐上海日本総領事の小林二郎氏

が出席し挨拶した｡

私はこの討論会で ｢日本農村の社会保障制度｣

と題して報告した｡この 『紀要』に提出した論文

｢農業社会保障制度考｣は､報告論文を加筆､整

理したものである｡論旨は以下の如くである｡

(1) 中国で進行中の社会保障制度改革は､社会

主義市場経済制度における社会保障制度の樹立を

目標とするものである｡私はこの論文の冒頭にお

いて 『経済参考報』1993年3月4日の評論員論文

｢強化農業社会保障体系｣を批判した｡批判を通

じて､社会主義市場経済のもとでの巣業社会保障

制度に関する若干の論点を明らかにしたもので､

本論文の序説に当る｡

(2) 日本農業の社会保障制度について､中国社

会保障制度改革の課題にそくして考察し論述する

に当り､広義の方法をとった｡すなわち､農業災

害補償制度や農民年金基金制度のように､社会保

障制度として認識されたものに加えて､食糧管理

制度や農産物価格安定制度のように､市場性リス

クに由来する保障-価格補償をも､社会保障制度

としてみなす観点に立った｡これらは所得保証を

通じて農民に生活保障するものであり､自然 リス

クに対し､保険方式を通じて所得を補償するもの

と､同様の役割をはたしている｡この観点に立つ

と､従来､米穀 (需給)管理や価格政策として論

じられてきた制度を､社会保障制度の側面から評

価することになる｡あるいは伝統的な社会保障制

度研究から異論が出るかも知れない｡

(3) 農業災害補償制度や農民年金基金制度に加

えて､食糧管理制度､農産物価格安定制度をも､

社会保障制度として評価する方が､社会保障制度

の意義を解明するのに役立つ｡ここに列挙した諸

制度が社会保障制度として共通の特質をもつとい

うのは､社会的性質を帯びた矛盾を処理するため

に､国家が社会を代表して介入し､その介入実務

を国家の実務機関である政府が執行することであ

る｡

この思考方法の特徴は､第1に社会的性質を帯

びた矛盾という論点である｡例えば､農業災害補

償についてみると､自然災害による農業損害を解

決し､農業生産の順調な発展を保証することは社

会的課題である｡食糧管理や農産物価格安定も同

じ性質のもので､自然による損害を社会的課題と

して解決することである｡

第2は､国家の役割､つまり国家論である｡社

会的性質の矛盾は､その正しい処理がなければ､
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社会的混乱､社会的損失が不可避である｡そうし

た社会問題の解決は国家の固有-政府の機能であ

る｡社会保障制度において国家-政府が介入し､

経済性の矛盾の処理において､国家-政府が財政

手段を用いて介入するのは､このような国家論に

根拠がある｡

なお､今回の ｢社会保障制度｣シンポジウムに

おいて､日中両国から31件の研究報告が発表 さ

れ､その多くが政府､財政機能､家庭福祉と社会

福祉などを共通の論点としていた｡しかし､そう

であるにもかかわらず､｢制度｣論を論ずるに当

って､国家論､家族論の論点が酸味であったり､

そうした問題意識が欠落した研究報告がなされた

ことは､まったく奇異なことのように感 じられ

た｡

なお ｢農業社会保障制度｣の研究と本稿執筆に

当り､下記の専門家の協力を得た｡記して感謝の

意を表する｡

三浦誠意氏 農林水産省経済局保険管理課課長

補佐

岩崎 亮氏 農業共済基金業務部長

桑原岩男氏 農業者年金基金業務第二部助成課

Ⅰ ｢社会保障制度｣研究の方法

(1) 日中両国にはそれぞれの歴史があり､また

慣習がある｡そして両国とも社会保障制度の歴史

的転換期にある｡このことは両国の学術交流が社

会的要請に応えたものであることを しめす｡反

面､概念もしくは通念そのものが変更期にあるた

め､比較研究に若干の困難を伴う｡

(2) 中国は都市においては､社会保障が企業か

ら転出して新しい組織を模索してい る｡農村 で

は､人民公社制度の時代における公益金による保

障が政社分開以降､新たな安定した制度を模索し

ている｡新制度は ｢五保戸｣問題を如何に解する

か｡都市の社会保障制度はかつて ｢企業保障｣の

内容とされた "労働保険''"職工福利''"臥生老病

死傷残保障到衣食住行玩的種々福利項目"ざっと

｢7大項目30余種｣と推定される待遇､｢補貼｣

を如何に継東し解決するか｡

(3) この点,日本の農村､農業方面の社会保障

制度も大同小異である｡農家の大部分が兼業化

し､大家族から老人夫妻の小家族に移行するに伴

ない､かつての ｢家庭福祉｣は全面的に ｢社会福

祉｣に移行しつつある｡日本の問題のうちで重要

なことは､｢社会保障｣の概念が変り､拡大 した

ことである｡1950年10月､社会保障制度審議会

は､｢社会保障制度に関する勧告｣を提出 した｡

それによると社会保障は､社会保険､国家扶助､

医療､公衆衛生および社会福祉の四万両を包含す

る｡この規定には根本的な変化はない｡しかし､

｢社会保障｣の対象､被保障の農家の側からいう

と､1950年以来の40年余りの間に大きな変化を経

験した｡

(4)農村における社会保障制度のなかで重要な

のは､農業災害補償制度であり､根拠法は､｢農

業災害補償法｣(1947年)である｡激甚災害と言わ

れる大災害は､1953年と1993年に発生した｡換言

するとこの半世紀間､主として農業技術の発展に

より､例えば水稲作のように豊作安定の作況がつ

づいた｡そのため保険金の ｢掛け捨て｣現象が生

じ ｢無事払戻し｣の制度の必要さえ生じた｡

小鼻-家族経営においては､作物災害の危険を

分散するため､年間四季を通じて多品目生産する

必要がある｡しかし災害補膜が充実すると危険が

減少するため､少品目､専門化生産に移り､それ

が農業生産力の発展に貢献した｡この傾向は1960

年代に発展した｡

(5)商業的農業が水稲作と並んで､青果物 (疏

菜､果実)､畜産物の分野でも発展するにつれて､

農業における ｢風険｣は ｢自然風険｣だけでなく

｢市場風険｣にわたるようになる｡社会保険制度

はこの問題に如何に対処するか｡日本で発達した

食糧管理制度､農畜産物価格安定制度､配合飼料

価格安定制度は,｢市場風険｣の方面で機能す る

制度である｡これは従来の意味では ｢社会保障制

度｣ではないが､あるいはこれを｢社会保障制度｣

に包含することによって､｢社会保障制度｣の概

念の変更を迫るものと考えることができる｡中国

の 『経済参考報』1993年3月4日評論員論文 ｢強

化農業社会保障体系｣も､社会保障体系は ｢自然

風険｣と ｢市場風険｣のいずれにも対処すべきで

あると云っている｡

- 44-



菅沼正久 農業社会保障制度考

Ⅱ 農村の社会保障制度

(1) 兼業的農業と社会保障

農村社会保障は､主として農家の自然､市場､

｢風険｣に対する保障である｡農家の ｢風険｣が

保障需要を生み､保障需要が保障供給､つまり保

障制度のあり方を規定する｡

137

農家の特徴は､第一に零細経営､分散経営であ

るO一戸平均耕作面積は1- クタール (15華畝)

家族5人､労働力2人である｡耕地は四 ･五ヶ所

に分散している例が多く､したがって耕作単位の

面積 ("一筆"当り面積)は20ア-ル (約 3華畝)

という零細分散である｡零細経営規模､零細耕作

規模の農業は ｢風険｣耐久力が劣弱であり､社会

保障依存性が強い｡早期に農業災害補償法が制定

された理由はここにある｡

表1 専兼別等農家数

÷㌃-竺＼三｣ 1972 E 1977

(単位 :千戸)

1982 1 1987 1 1992

稔 農 家 l (品 77.日 (1画 (13㌔3日 (1画

3,742
(100.0)

(注) 1 〔〕内の数値は販売農家数に対する割合
2 ( )内の数値は総農家数に対する割合

3 各年1月1日現在の数値である｡

4 表中 ｢販売農家｣とは､経営耕地面積30a以上又は農産物販売金額50万円以上の農家をいい､｢自給的

農家｣とは､経営耕地面積30a未満でかつ農産物販売金額50万円未満の農家をいう｡

(資料) 農家調査結果報告書 (1972､1977),農業調査報告書 (1982､1987)､農業動感調査報告書 (1992)によ

る｡

表2 農家依存度の推移

(単位 :千円)

年 度 1988 1 1989 1990 1 1991

農業依存度(%) ･7･6i 16･4

農 業 総 所 得

農 家 所 得(A)

農 家 所 得(B)

家 計 費 2,6501 3,942i 4,701 4,可 4,819 4,934( 5,0921 5,2741 5,415

(荏) 農家依存度(%)-(B)/(A)×100

(資料) 『農家経済調査報告書』各年度による｡
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農家の第二の特徴は､兼業経営である｡水稲作

を例にとると､春耕､田植え作業および秋季収

穫､出荷作業を自家労働力で解決する以外は､農

村地方にある製造業､商業､公務員などの農外兼

業に従事する｡農家の80%以上に達する兼業経営

は1970年代に成熟した0

1990年度現在､農家一戸平均で家族総労働時間

4,704時間の内訳は､兼業労働は2,994時間､64%

を占めている｡農家所得660万のうち､農外-栄

業所得は544万円､82%を占めている｡ちなみに､

年金､被贈与収入は180万円であり､総農家所得

は840万円であった｡そのうち農業所得116万は､

14%弱を占めるにすぎない｡

農家経済のこの特徴は､農家が受け る リス ク

(風険)が､自然災害､農業市場 リスク､労働市

場リスクの3方面にあることをしめしている｡ま

た､自然災害の社会保障は農業生産の安定に貢献

すると同時に､農家経済の安定を介して､農外労

働の安定に貢献することをしめしている.逆の関

係も存在する｡農外労働方面の社会保障は､農家

生活-農家経済の安定を介して､農業生産の安定

に貢献する関係がある｡現実の農家をめぐる各種

のリスク (風険)と社会保障のなかで､農外労働

方面の社会保障が主要なものとなった｡このこと

は農村の社会保障制度として重要である｡

(2) 市場経済と ｢農業社会保障体系｣

さきに紹介した社会保障制度審議会の ｢社会保

障制度に関する勧告｣の主旨は､社会､国家､公

衆の名においてさまざまなリスク (風険)に対処

することである｡その主旨に照らして考えると､

農業の分野における社会保障は ｢自然風険｣の分

野において発達し､さらに ｢市場風険｣の分野に

及んだと言うことができる｡この点では前 出の

『経済参考報』評論員論文は､両種類の ｢風険｣

を考慮して､｢農業社会保障体系｣の内容をつ ぎ

の5方面にわたって提起している.

1.農業投入法を制定し､財政による農業投入

を強化する｡農業の市場経済-の参入の物質

的基礎を固め､水利､道路､電力､倉庫を建

設して農業の生産条件を改善する｡

2.｢農業風険基金｣の設立｡糧､楠等主要農

産品の保護価格買付の方案を定める｡基金は

政府の責任において蓄積し､管理､運用に当

る｡

3.中央から地方に亘り､糧､棉専項儲備制度

を設立する｡

4.農用工業生産､企業経営に減税､滅利息政

策をとり､生産資料販売価格の引下げに努力

する｡最高限度価格を設けて農民の利益をは

かる｡

5.権威性の農業生産監測機構を設立し､農民

の利益を保護する｡

『経済参考報』評論員の ｢社会保障体系｣整備

についての見解は､日本における社会保障の通念

と比べて､広範囲である｡これが中国における一

般的な見解なのであろうか｡提起された 5項 目

は､農業分野のインフラストラクチュアの整備､

価格安定基金､需給安定備蓄､農業用工業品の価

格管理､農業保護監察機関の設立にわたる｡日本

の社会保障の通念と合致するものではないが､示

唆に富んでいる｡

農業投入法という発想は､水利､道路､電力､

倉庫の建設を通じて ｢農業生産の条件の改善｣に

貢献するものである｡簡単な論述であるから､そ

の意図を確実に知るわけにはいかない｡提起を承

けて論ずると､その農業投入は社会資本の蓄積に

至るものであり､そのような社会資本の経済機能

を基礎として､個別資本の生産性を高め､所得率

を高めて､社会的水準に接近するものでなくては

ならない｡農業が市場経済の条件下で産業と同じ

水準の資本の生産性､所得率をあげるためには､

農業の自然的特性に由来する資本生産性､所得率

の劣勢を補充する社会資本の投入を必要とする｡

つぎに ｢農業風険基金｣構想は論述によると､

｢市場風険｣に関するもののようである｡市場経

済に由来する ｢農業風険｣は､やはり市場経済の

技法に頼らなければならない｡この構想は､日本

における農産物価格安定基金に類似している｡日

本の農産物価格安定制度は､まず基金方式 の場

合､農民､農協､政府が拠出した基金を元本とす

る｡個別の農産物について上限価格と下限価格か

らなる中間の安定帯価格を設定する｡市場価格が

下限価格を下回ると､基金をとり崩してその差額

分を補償する｡

畜産物のうち牛肉､豚肉については､政府磯関
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-畜産振興事業団が需給調整に介入する｡すなわ

ち市場価格が下落して農民にとって不利益状況が

出現すると､事業団は市場において買付 を発動

し､供給過剰分を市場隔離し､価格の回復を刺戟

する｡逆の場合､市場価格が上昇して､消費者に

とって不利益状況が出現すると､事業団は備蓄量

の一部分を市場に放出し､供給不足状況を緩和

し､価格の低下､安定化を刺戟する｡

第3項の糧棉専項儲備制度は日本には存在しな

いが､日本の食糧管理制度が近似している｡日本

の制度では部分的な備葛ではなくて､米の生産量

のうち農家保有量 (自家消費用)を除く全量を政

府が直接管理する｡農村の集荷業者､都市の小売

業者のすべてが政府の指定業者である｡そして農

村での買付けのときの生産者米価､都市の小売の

消費者価格ともに､政府決定価格であ る｡つ ま

り､政府の全量管理､政府決定の二重米価制であ

るQ

第4項｡農用工業生産､企業経営に対する規制

を通ずる農業社会保障は市場経済の条件下では難

問である｡｢減税譲利政策｣は租税特別措置 であ

るが､法制上の整合性が可能であろうか｡また､

化肥､農薬､農機などの鏑嘗価格に対する最高限

度価格などの規制が市場経済の条件下で可能であ

ろうか｡全国の農家の､例えば化肥購入が一元的

に共同購入に組織され､化肥工業界側も価格交渉

権が一元化され､双方の団体交渉によって協議価

格の形式を通じて市場価格を規制することに成功

すれば､問題の解決に接近できる｡しかしそのよ

うな方法は ｢社会保障｣にぞくするものではな

い｡また農用工業企業経営 に対す る ｢最高利潤

率｣規定は市場経済の原則に背反するのではない

か｡

第5項｡第三者激闘とも言える ｢農業生産監測

横構｣を設立して農民利益を保護する｡｢質量監

測｣は農産物収購部門の ｢合理定価｣を指標とす

る｡この主旨から考えると価格管理機構である｡

市場経済の条件で､第三者機関が価格管理に成功

するのは難しい｡なぜなら市場経済は第三者機関

を予定せず､第三者による価格管理と矛盾するか

らである｡しかし①第三者検閲でなく農民の利益

代表機関が設立され､②その検閲が農産物および

農用工業品の価格形成に対し実効ある介入をする
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ならば､農民に対する利益保障は可能である｡そ

の実効ある介入とは､農民の利益代表機関が基金

を蓄積し､農産物現物､農用工業品現物を備蓄保

有し､市場における需給､価格変動に対し､市場

に対する現物の投入､供給､現物の買付 け隔離

の作業を通じて需給調整検能を発揮することであ

る｡しかし､それは社会保障にぞくす るもので

はない｡但し､基金の造成に社会を代表して国家

が参加し､農民の利益保護が社会的利益に合致す

るならば､社会保障体系とみることは可能 であ

る｡

(3) 日本農業と社会保障の諸形式

前出の 『経済参考報』評論員の見解は､市場経

済についての認識に欠点があるが､｢社会保障体

系｣の見地から5点を提起したことは参考に値い

する｡その見地に立つと､日本農業における社会

保障体系として次の諸制度を包含することができ

るであろう｡

農業災書補償制度

｢農業災害補償法に基づく農業災害補償制度は､

農業者が不慮の事故に困って受けることのある損

失を補てんして農業経営の安定を図り､農業生産

力の発展に資することを目的としています｡

現在､農作物共済､蚕繭共済及び家畜共済の必

須共済事業のほか､果樹共済､畑作物共済､園芸

施設共済及び建物共済等の任意共済事業を行って

います｡

これらの各種の共済事業のうち､農作物共済事

業は､農業者の耕作する水稲､陸稲及び麦につい

ての災害による損害を補てんするため､おおむね

1又は2以上の市町村の区域を単位に設立されて

いる農業共済組合又は共済事業を行う市町村が農

家との間に共済事業を行い､都道府県単位に設立

されている農業共済組合連合会が､その共済責任

のうち異常部分及び通常部分の一部につき保険事

業を行い､国がその保険責任のうちの異常部分に

つき再保険事業を行う､いわゆる三段階制がとら

れています｡

また､国は､この事業の健全な発展を図 るた

め､農業共済団体等の指導監督を行うほか､共済

掛金や事務費の国庫負担を行う等の助成措置を詮
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じています｡

1974年から実施されたこの制度は､これまでに

幾多の改正を経てきましたが､農作物共済につい

ての主な改正は次のとおりです｡

(1)1963年に､①組合等の手持ち共済責任の拡

充､②画一的強制加入方式の緩和､(卦損害補

てん内容の充実､④共済掛金率設定方式及び

共済掛金率の国庫負担方式の合理化､⑤水稲

病虫害の共済事故除外と共済掛金の割引を主

な内容とする改正(1963年法律第120号､1964

年産から適用)0

(2)1971年に､①農家単位引受方式の選択的導

入､②共済掛金国庫負担方式の合理化､③新

規閲田地等における水稲は原則として当分の

間引受けないこと等を内容とする改正 (1971

年法律第79号､1972年産水､陸稲から適用)

(3)1976年に､①単位当たり共済金額 の引上

げ､②全相殺の農家単位引受方式の導入､③

農家単位引受方式における一筆全損耕地に対

する共済金の特例支払､④水稲病虫害損害防

止給付等をその内容とする改正 (1976年法律

第30号､1977年産水､陸稲から適用)0

なお､この改正により1978年産麦からは従

来の一筆単位方式のほかに､半相殺､全相殺

の農家単位引受方式が導入された｡

(4)1985年に､①共済掛金国庫負担方式の合理

化､(参危険段階別共済掛金率の設定方式の導

入､③水稲共済の当然加入基準の緩和を内容

とする改正 (1985年法律第50号､1985年政令

第291号､1986年度から適用)｡

この制度が､その日的を十分果たすためには､

当事者の努力はもちろんのこと､関係者の深い理

解と支援を得ることが必要と考えます｣(農林水

産省保険業務課 『農業災害補償法に基づく農作物

共済の概要』1992年8月刊)｡

食糧管理制度

｢食塩管理制度は､国民食糧の確保及び国民経

済の安定を図るため､米麦等の食糧を管理し､そ

の需給及び価格の調整並びに流通の規制を行うと

いう食塩管理法の目的を達成するため､各種の施

策を講じているが､その基本的内容は次のとおり

である｡

1.基本計画及び供給計画の策定｡政府が生産

者と消費者の中間に立って晶質等の要素にも配慮

しつつ､責任をもって年々の需給事情を踏まえ､

国民に対する米穀の安定的な供給を図るため､農

林水産大臣は毎年､米穀の管理に関する基本計画

を策定する｡

また､農林水産大臣は毎年､消費者に対する米

穀の適正かつ円滑な供給を確保するため､基本計

画に即して供給計画を定め､都道府県別､期間別

の具体的な米穀供給のあり方を明らかにする｡

2.生産者に対する政府への売渡義務の賦課｡

基本計画によって 『政府の管理すべき米穀 の数

量』とされた数量 (流通機構を通じて国民に供給

される必要のある米穀の数量)を個々の生産者に

配分することにより､政府への売渡義務を課す｡

但し､自主流通米として出荷される米穀について

は自動的に政府への売渡義務が解除される｡

3.政府買入価格の決定｡政府米の買入価格

は､生産費及び物価その他の経済事情 を参酌 し

て､米穀の再生産を確保することを旨として､毎

年､米価審議会の議を経て定められる｡

4.政府米の売渡し｡政府米は供給計画に即し

て卸売業者等に売却される｡なお､その際の政府

売渡価格は､家計費及び物価その他の経済事情を

参酌して､消費者の家計を安定せしむることを旨

として､毎年､米価審議会の議を経て定め られ

る｡

5.自主流通米｡指定法人が基本計画に即して

作成し､農林水産大臣が認可した自主流通計画に

即して流通する自主流通米は､政府を通じること

なく流通し､その価格形成も原則として市場原理

に委ねられている｡なお､1990年に産地､品種､

銘柄ごとの需給動向､品質評価を価格に的確に反

映させるための､自主流通米の価格形成の場にお

ける入札制度が発足した｡

6.集荷業者の指定及び販売業者の許可｡基本

計画等に従った流通によって国民に米穀の安定供

給が確保されるよう,米流通を業とする考につい

ては指定､許可制によって業者の特定を行うとと

もに､日常的な指導､監督を行っている｡

政府米､自主流通米ともに､農林水産大臣の指

定する集荷業者(一次集荷業者及び二次集荷業者)

の手を経て集荷され､都道府県知事の許可する販
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売業者及び小売業者の手を経て消費者に供給され

る｣(食糧庁企画課 『食塩管理の現状』1992年12

月刊による).

食僅管理制慶は農民の手から離れ消費者の手に

入る米の全量について､その数量と価格を管理す

る制度である｡その制度の重要な一部として米作

農民にたいし､生産費補償の形式を通じて､米作

農業の存立を保障する制度が含まれている｡農民

の社会保障が ｢価格｣範噂を通じて実行される例

である｡

野菜価格安定制度

｢野菜生産出荷安定法は､1966年の第51国会で

成立し､同年7月1日法律第103号として公布さ

れましたO法制定後10年目に当たる1976年には､

その大改正が行われました｡この野菜法は国の野

菜対策の根拠法ですが､第1条にその目的が書か

れています｡要約しますと､この法律は､主要な

野菜について､一定の生産地域の生産と出荷の近

代化を計画的に推進するとともに､一定の消費地

域へ出荷された野菜の価格が､著しく値下がりし

た場合の生産者補給金の交付､及び一定の消費地

域に､野菜の安定的な供給を図るため､主要な野

菜の売渡しなどの業務を行う野菜供給安定基金の

調度を確立することによって､主な野菜産地での

野菜価格の安定を図り､もって野菜農業の健全な

発展と国民消費生活の安定に寄与することを目的

としたものです｡｣(野菜供給安定基金 『1990年度

野菜価格安定事業の手引』1990年8月刊による)｡

農民に対する社会保障は､第一は農業災害によ

る損失の補償､第二は価格形式による農業再生産

の保障であり､第三は後述するように健廉保険お

よび年金保険の形式による生活保障である｡第二

の価格形式の保障は､食糧管理の例のように､生

産､流通が政府の強権による管理であるから､保

障財源は国庫に責任が求められる｡ここに例示し

た野菜価格保障は､生産､出荷が任意 であ るた

め､保障財源は国庫､都道府県財政､生産者拠出

の三方面に及ぶ｡

農業者年金基金制度

｢1971年1月から実施された農業者年金は､農

業構造の改革､近代化の要請に基づき､後継者-
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の移譲による農業経営者の確保､経営の若返り,

経営規模の拡大とともに農業者の老後生活の安定

を目的にしている｡いわば農業近代化と社会保障

の両面を骨子として､国民年金に上乗せされたも

のであるOこの基金制度は､農業者年金事業を中

心とし､そのほかに農業者年金事業の対象外の高

齢経営主および零細経営主を対象に､一時金の支

給を行う離農給付金事業､農地売買､農地取得資

金の融資などの業務を行っている｣(『日本農業年

鑑』1980年版)0

｢農業者年金事業は､一定の要件を満たす農業

者を被保険者として保険料を徴収し､被保険者が

老齢に達し､経営移譲をした場合に､保険料を納

めた期間に応じて経営移譲年金を支給 (60歳にな

る前に経営移譲をしたときは60歳から｡60歳から

65歳になるまでの間に経営移譲をしたときはその

時から｡支給の繰下げを申し出たときはその支給

開始時として指定した月から)するとともに､経

営移譲をしなかった者には農業者老齢年金を支給

する事業である｣(農業者年金基金 『1992年度事

業年報』による)0

(4) 農村の社会保障の諸形式

前述において､私は 『経済参考報』評論員論文

が広義の ｢社会保障｣概念を振起したことに､参

考に値すると述べたOその見地から､日本農村の

社会保障の諸形式を例示した｡すなわち､農業災

害補償制度､食糧管理制度､野菜価格安定制度､

農業者年金基金制度の4形式である｡

それらのうち農業災害補膜制度は農業共済組合

を基盤として､その上部構造に国家保障を配した

ものである｡また農業者年金基金制度は ｢農業近

代化と社会保障の両面を骨子として､国民年金に

上乗せされたもの｣である｡いずれも通念として

の社会保障制度に属すると云うことができるo

Lかし､食糧管理制度と野菜価格安定制度は､

社会保障制度の通念にしたがったものとは言い難

く､社会保障制度として概括するには考察を要す

る.とくに食糧管理制度は､政府の権力的制度で

あって､一片の保険的性質もなく､農民参加の選

択の余地を欠く.これをはたして社会保障制度と

称することができるか｡しかし､この食糧管理制

度によって一定の自然風険､市場風険が緩和､吸
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収されて米作農業の再生産が保障されるという事

実に立脚すれば､そして他の社会保障制度と匹敵

できる保障効果を挙げた実績に照らせば､社会保

障制度の有力な-形式とすることも肯定できるで

あろうO

野菜価格安定制度も同一に論ずることが で き

る｡ちなみに同額の制度として､鶏卵価格安定基

金､肉用牛価格安定基金､配合飼料供給安定基金

のあることを指摘しておく｡

上述した農村社会保障の諸形式の要点を表示す

ると次のとおりである｡

桓 形式l危険種顛障纏 庫 品
農業災害補償制
度

食塩管理制鹿

野菜価格安定制
皮

髭 老年金基金

この一覧表は研究方法として､(1)風険は自然性

のものもあれば､社会性のものもあること､(2)風

険に対する保障のうち､社会保障の形式は多様で

あること､(3)社会保障の内実には被害者 (保険の

受け取り人)の保険料金の分配､つまり所得平準

化と言うべきものから､全面的に国庫補助に依存

するものなど､多様であることなどを前提として

いる｡換言すると ｢社会保障｣は ｢社会保険｣と

同一でなく､社会保険を含む多様の形式があるこ

とを前提としている｡

この一覧表の作成において留意したことは､保

障における国庫支出の役割の多様性である｡例え

ば農業災害保障制度の場合､国庫は農家との分担

関係において保険料を負担する｡他方､農業者年

金基金制度の場合､基金が農民に対して支払う年

金の一部に対して補助金を支出するO食糧管理制

度の場合､事業管理費は ｢食糧管理特別会計｣の

欠損として計上され､その欠損額の全額が ｢一般

会計｣からの繰入れによって補填される｡つまり

補助金支出に依存する｡このように国庫支出の形

式は多様である｡その多様性が何に由来するか｡

考察を要する課題である｡

(5) 社会保障における需給と供給

1.農業リスクの特徴
一般的に保障､保険において､供給 され る保

障､保険の対象をなすリスク (風険)は多様な特

徴をもって存在する｡農業におけるリスクは対極

にある保障､保険の方法を規定する程に多様であ

る｡このリスクの多様性に関する考察は保障研究

の基礎的課題をなす｡農業リスクの多様性はつぎ

の如くである｡

① 地域性｡自然災害を例にとると､同じ異常

自然条件のもとであっても､農業災害は地域

(広域局地)によって相異する｡

② 農業の業種の差｡同じ異常自然条件のもと

であっても､水稲作に災害が生 じるが､読

菜､果実には影響がないという差である｡

③ 品種の差｡例えば台風のような異常自然条

件が与える災害が､同じ水稲作であっても､

早生種に被害なく､中晩生種に被害を与える

という差である｡

④ 技術の差｡1993年の夏期冷害の場合､水稲

作の水涯の適と不適､化学肥料依存と有機質

肥料施用の差によって､被害の差が生じた｡

以上の各種の差別､多様性のため､農業リスク

についていわゆる 〟標準"を求めることが難 し

いo養老あるいは健康についての保険のように､

年齢と疾病の標準､平均寿命を計算して保険料が

算出されるが､農業災害については標準あるいは

モデルを想定して､保険を設定することは難 し

い｡

また､通常災害と異常災害という災害の状況の

相違も論点である｡通例として通常災害は､一般

の共済方式で解決するが､異常災害については､

国庫支出による補償方式が準備される｡

2.リスクに対する保障
リスクが ｢保障｣を求める ｢需要｣であるとす

ると､保障は供給である｡ここに需要と供給の関

係が成立する｡保障については､保障の主体､保

障の方法､保障の財源､保障の水準が問題 であ

る｡

① 保障の主体.日本農村の ｢社会保障｣の経

験によると､保障の主体には共済組合､保険

- 50 -



菅沼正久 農業社会保障制度考

機構､基金および政府などがある.

② 保障の方法｡保険あるいは共済､基金によ

る給付､国庫補助の方法がある｡また､再保

険契約にもとづく国庫支払いがある｡

③ 保障の財源｡保障方法の如何によってその

財源も変わる｡共済の場合の財源は､負担者

でもあり､受給者でもある共済組合員の共済

掛け金であるから､組合員相互間の部分的な

所得再分配である｡保険の場合も基本的に同

じである｡しかし､例えば ｢農業共済再保険

特別会計｣の例のように､共済事業の一部分

が政府保険事業に再保険関係を設定した場合

は､国庫金が財源となる｡次に政府が部分的

に積立に参加した基金の場合も､その部分に

関して国庫金が財源となる｡最後に､食糧特

別会計制度における米の売買価格差について

は､特別会計の欠損金額が一般会計によって

補填される関係を経由して､国庫負担 とな

る｡売買価格差は生産者と消費者の双方が受

益するので､その一部は農民に対する国庫負

担の所得追加となる｡

④ 保障の水準｡保障の水準は各種制度の間を

比較しても多様であり､受給者の経営費,衣

計費と比較しても多様である｡リスク(需要)

に対する保障 (供給)の充足率は(1)当該保障

制度の目的によって相異する｡(2)受給者の需

要 (保障を要求する経営費､家計費)の個人

差によって相異する｡

3.リスクと保障

(1) 保障の方法､形式

まず相互保障形式.代表的なものが共済組合で

あり､リスクと保障の対応関係の個人差を利用し

たものである｡つぎほ保障の分散を目的とする形

式｡代表的なものは連合会形式であり､その実質

は再保険である｡農業共済組合連合会の再保険方

法の例にみるように､再保険において政府直営の

保険事業が登場する｡

最後に国家保障を挙げる｡食糧管理制度におけ

る管理量の国庫負担､野菜価格安定基金の積み立

における国庫負担､農業共済事業における保険料

の国庫負担､農民年金制度における支給年金に対

する国庫補助がある｡いずれの場合も､国家は社

143

会の代表として､リスクと保障のあいだの矛盾の

横棒的な解決者として機能する｡なぜ､国家が矛

盾の調整者として機能するのかは､社会保障制度

研究の核心をなす論点である｡

(2)相互保障の性格

①相互保障の関係において､｢今日のリス ク要

(需要者)は明日は保障者 (供給者)である｡今

日の保障者は明日はリスク者である｣｡相互関係

の範囲がリスク量と保障量の一致を超えたとき､

つまり､リスクが保障能力を超えた とき､ 第三

者､例えば再保険者あるいは国家の関与を必須と

する｡

②相互保障の関係における矛盾｡ リスクの受け

手と保障の出し手の関係において､リスクが保障

の能力を超えることは､一種の社会的矛盾 であ

る.との社会的矛盾は､第三者､つまり社会の代

表によって解決されなくてはならない｡国家は社

会の代表として介入する｡問題が経済問題である

から､国家はもっぱら財政方面において棟能す

る｡

Ⅲ 農業災害と社会保障

(1)農業災害補償制度の機構

掲図のように､農業共済組合 (市町村役所が業

務を執行する場合もある)を基盤として､都道府

県級の農業共済組合連合会､政府 (農業共済再保

険特別会計)に至る三段階制の機構がある｡

共済組合は農家-組合員から共済掛金 を徴収

し､被災農家に共済金を支払うなど､直接農家と

接触する業務を執行する｡

共済組合は大災害に見舞われ､共済金の支払い

が巨額となり､個別の組合の支払能力を超える場

合に備え､共済責任の一部を都道府県段階の農業

共済組合連合会の保険に付す｡連合会はまた､そ

の保険責任の一部を全国段階である政府に再保険

して､被害の態様に応じ､その危険をより広い地

域に分散し､農家に対する共済金の支払に支障が

生じないようにしている｡

基層組織は､組合､市町村ともに合併によって

急速に減少している｡それに伴って基層組織の規

模は拡大し､事務処理能力は向上した｡その区域

- 51-



144 長野大学紀要 第16巻第3号 1994

(注) 農林水産省保険管理課 『農業災害補償制度の概要』1993年11月刊による｡

園1 農業災書補価制度の機構

表3 兼業共済組合組合等数の推移

事
務
費
負
担

･
補
助

(注) 各年4月1日現在である｡

(資料) 農林水産省保険管理課 『農業災害補償制度の概要 ･主要指標』1993年4月刊によるO

が2以上の市町村の区域に及ぶ ｢広域組合｣は､ 稲)､蚕繭､家畜､ 果樹, 畑作物､園芸施設など

例えば1993年度末において517組織であって､総 6事業38品 目に及ぶ｡その うち農作物､蚕繭､家

数838組織の63%弱を占めるに至っている｡ ､畜の3共済事業は義務的性質の ｢必須事業｣であ

ちなみに事業の種類は農作物 (水 稲､ 麦､ 陸 る｡その他は地域の実態に応 じて実施す ると定め
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表4 広域組合等の推移

145

年 度11965 197511980

各 署洩 晶 嘉割 13

広域組合等内の市町
村数 (軸

全組合等内の市町村
& (B)

㈱/(B) (%) 87.5188.489.5190.2
(注) 1 ｢広域組合等｣とは､その区域が2以上の市町村の区域に及ぶ組合及び一部事務組合をいう｡

2 市町村数には､東京都の23区をそれぞれ1つとして含めている｡

3 全組合等内の市町村数は､1986年度までは全市町村数､1987年度以降は組合等内の市町村の合計数であ

る｡

4 各年4月1日現在である｡

(資料) 農林水産省保険管理課 『農業災害補償制度の概要

られている｡農作物､蚕繭の両共済事業の場合､

一定経営規模､例えば水稲の場合20アール以上の

耕作面積の者は ｢当然加入｣､つまり事実上 の 強

制加入制である｡

国は農家の支払 う共済掛金の一部 (お お む ね

1/2)､共済事業を営む団体の事務費の一部を負担

する｡前者は農業共済再保険特別会計から､後者

は一般会計からの支出によるo

(2) 農作物共済事業の方法

農家の組合加入と組合による責任引受け｡

農業共済組合加入資格 〔この場合､ 水 稲､ 陸

引受方式

･主要指標』1993年4月刊による｡

稲､麦の耕作面積が下限10アール以上であ り､都

道府県知事が定めた､当然加入基準､例えば20ア

ール〕を有する農家は組合に加入する｡組合は組

合の定めた共済引受方式によって責任 を 引 受 け

る｡

一般的には ｢一筆単位引受方式｣である｡例え

ば 1戸の農家の耕地面積 2-クタール が 10ヶ所

(lo撃)に分散しているとすると､例えば 1筆20

アールが共済契約の単位となり､1筆ごとの減収

量がその耕地の基準収穫量 (平年収穫量)の30%

を超えると､組合は加入農家に共済金を支払 う｡

引受方 式 l対象農作物
内 容

一 筆 単 位

引 受 方 式

耕地一筆ごとの減収量 (その耕地の基準収穫量から収穫量を差し引いた数量)がそ

の耕地の基準収穫量の3割を超えるときに共済金を支払います｡

(注) 1 -筆とは､農道､けいはん､水路等をもって判然と区画された耕地をいいます｡

2 -筆方式､半相殺方式は､組合等が選択して実施できます｡全相殺方式は､乾燥調製施設 (ライスセン

ター等)の計量結果 (麦については売渡数量によることも可)によって収穫量を確認しますので､農林水

産大臣が都道府県知事の意見を聴いて指定した地域 (組合等の区域の一部も可)及び5hG以上の耕作面積

を有する等省令で定める一定の要件を満たす者に限られます｡

3 基準収穫量とは､いわゆる平年収穫量のことで､組合等が耕地ごとに設定しますO

(資料) 農林水産省保険管理課 『農業災害補償制度の概要』1993年11刊による｡
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表5 共済兼任分担関係

手持責任 】分 布 It手持掛金 l国 庫 l農 家 l分 布

計 (A+B+C) l 17,605.5 1 100.0 572.01 3 05.81 266.3【 100.0

異常共済掛

金基準率

(実績)戸盲
1.645%

通常共済掛

金基準率

(実績)戸i

(注)

/-
組
合

等
の
手持
責
任
L

W

共済責任分担概念図 (1991年産水稲の場合)
総共済金額17,605.5(100%)

単 位 :億円
共済掛金 総 額に

対 す る負担割 合
国 庫 負担
305.8
(53.4)
農 家 負担
266.3

(46.6)

圏

□

間

際

l

E膨
隣
彪

17

の

､-

政
府
の
再
保
険
責
任

連
合
会
の
手
持
責
任
｣

572.0

(100%)

123.0(97.2%)

一通常標準被寄率

(実績)百2.741%

153.3(0.9%)

tB)

各段階における形式上の責任

組合等の共済責任-A+B+C (共済金額) 17,605.5
連合会の保険責任-B+C (保険金額) 17,276.3
政府の再保険責任-C (再保険金嶺) 17,123.0

､(2)実質上の貴任分担

豊富芸芸芸芸書芸≡孟) (過- 任共済金額, 482･5
政府の再保険責任-C (異常責任共済金額) 17,123.0

(注) 農林水産省保険業務課 『農業災害補償法に基づく農作物共済の概要』1992年8月刊による｡

図2

共済金額 共済掛金

単位数量 (kg)当り共済金額×耕地の基準収穫 共済金額×共済掛金率

量の70%｡単位数量当り共済金額は米､麦の単位 共済掛金率は､農林水産大臣が過去一 定年 間

当り価格を限度として農林水産大臣が定める金額 (原則20年間)における被害率を基礎として定め

である｡ る農作物基準共済掛金率を下らない範 囲に お い
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て､共済組合が設定する｡農作物基準共済掛金率

は､一般に3年ごとに改定される｡ちなみに1993

年産水稲の共済掛金率は2.8%と定められた｡

共済掛金に対する国庫負担は1/2である01991

年産水稲の実績によると､農家1戸平均で共済掛

金19,563円､うち国庫負担10,457円､53%であっ

た｡10アール当りで共済掛金3,122円うち国庫負

担1,669円､53%であった｡

損書発生の通知と損害評価

農家は共済事故が発生し､共済金の支払を受け

る損害があると認めるとき共済組合に通知するO

通知があると､農林水産大臣が定める損害認定準

則にもとづいて､損害評価が行われる.共済組合

は通知のあった耕地について､収穫以前に､収穫

量を実測調査し､損害評価会の意見を聞いたの

ち､耕地ごとに共済減収量を認定する｡

共済金

共済金の支払額｡一筆方式の場合､30%を超え

る減収となった耕地について､次の算定により共

済金が支払われる｡

共済金の支払額-単位当り共済金額×共済

減収量

共済減収量- 〔被害耕地の基準収穫量一被

害耕地の収穫量〕一被害耕地

の基準収穫量×意

保険における責任分担

保険関係､再保険関係の成立｡共済組合と組合

員の問に共済関係が成立したとき､同時に､連合

会と共済組合の間に保険関係が成立し､また､連

合会と政府との間に再保険関係が当然 に成立す

る｡

共済責任の分担(｢共済責任分担概念図｣参照)0

共済組合の保有する責任は給共済金額 (A+B
+C)のすべてである｡そのうち総共済金額に通

常標準被害率を乗じて得た額-通常責任共済金額

(A+ち)の一定割合の額(B)と通常責任共済金

額を超える部分の額 (異常責任共済金額(C))と

の合計額C保険金額 (ち+C)は､連合会の保険

に付しているので､実質的な責任は通常責任共済
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金額の一定割合 (50-80%)の額 (A)だけであ

る｡

無事戻し

共済組合は毎事業年度､前3年度間に支払を受

けた共済金及び､前2年度間に支払を受けた無事

戻金の合計金額が､前3年度間に共済責任期間が

満了した共済目的の種塀に係る共済掛金のうち､

組合員等負担部分の金額の1/2に相当する金額に

満たない組合員に対して､総会または総代会の議

決をへて無事戻しをすることができる｡

Ⅳ 農業再生産と社会保障

(1) 食糧管理制度

食糧管理制度の原形は､まず1､二重米価制で

ある｡すなわち､生産費､物価その他の経済事情

を参酌して､米穀の再生産を確保するための生産

者米価｡消費者の家計費､物価その他の経済事情

を参酌して､消費者の家計を安定させるための消

費者米価｡それは相互にリンクすることのない､

別次元に立つ二種煩の米価である｡つぎ2､全量

の政府管理｡生産された米穀のうち農家の自家保

有米を除く全量を､政府が管理する｡そして､食

糧管理経費の全額を特別会計として計上し､国庫

の負担とする｡つまり生産者の販売価格から控除

せず､消費者の購入価格に加算せず｡

流通量の政府による管理は､産地集荷過程は1

次､2次の指定集荷業者に依存し､都市分荷過程

は､都道府県知事の許可を得た卸売､小売業者に

依存するものである｡

今日､政府米は上述の原形に準拠して流通し､

その数量は､自由米を除く流通量の約30%をしめ

る｡70%をしめるのが政府の指導する米穀市場を

経由する自主流通米である｡

(2) 二種類の価格形成

政府統計(｢農村物価賃金統計｣)によると､1991

年の農家販売価格は､政府米16,240円 (60kg)､

自主流通米20,740円 (同)であった｡その差額は

約30%と言ってよい｡二種額の米価は二種類の流

通､二種類の価格形成の帰結であるが､基本は政
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(荏) 食糧庁企画課 『食瞳管理の現状』による｡

図3 食糧管理機構 ･制度

府米の流通と価格形成であり､自主流通米はその

派生である｡

すなわち､政府米価格は､政府の諮問に対する

米価審議会の答申という手続きを経て､政府が行

政的手法を以って決定する｡政府米は生産者-政

府買入価格､消費者-政府売渡価格のいずれも､

そのような行政的決定の米価である｡

表示によると､1992年産米の政府買入生産者価

格は16,392円であり､都市販売業者に対する政府

売渡価格は18,123円であった｡政府は買入-売渡

しのさい､4,482円(60kg)の食糧管理費を支出す

るが､その費用は米価に転嫁されず､食糧管理特

別会計の赤字衝として計上され､一般会計からの

繰入れによって補填される｡したがって消費者支

払いの小売価格に加算されるのは､販売業者経費

2,840円 (60kg)だけである｡

このような流通と価格形成の状況のもとではじ

めて､政府買入価格は維持される｡そしてそのよ

うな政府買入価格を基本として､自主流通米の派

生価格が実現されるのである｡｢政府米の買入価
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表6 主食用米の政府米､自主流通米の割合の推移

(単位:万トン､%)
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米 穀 年 度 匡 府 米 l自主 若 通 米 巨 - 皮- E合 ② 計 L自主習 '巻0割合

(注) 全農総合企画部 『系統経済事業基礎統計 1992年版』による｡

表7 米価､所得､労働報酬の推移

(単位 :円)

(荏) 農林水産省大臣官房調､統計情報部 ｢農産物生産費調査｣､労働省｢毎月勤労統計調査｣による｡

金は常用労働者5-29人企業の賃金をしめす｡

格は､生産費及び物価その他の経済事情を参酌し

て,米穀の再生産を確保することを旨として｣定

められる｡

米穀政策は､1968- 9年に兼生産高が1,400万

トン水準に達し､過剰在庫が累積す るに至 り､

1970年以降減産政策に転ずる｡生産者米価は､農

家の生産費､所得補償原則から後退し､需給緩和

の実勢を参酌した政策性価格に傾斜して､ひき上

げ幅は少なくなる｡1980年代後半には､前年並み

据え置きか､ひき下げの傾向となる｡しかし同期

間に水稲作作業-田植え､収穫､調製､乾燥の諸

作業の機械化が進行し､省力が進んだ｡水稲作10

アール当り労働時間は1965年141時間､ 1975年84

時間､1985年57時間､1990年46時間と25年間に95

製造業賃

時間も短縮した｡労働の質も変化し､継続的な筋

肉労働から断続的な看視労働へと変化した｡

労働時間が短縮したために､10アール当り労働

所得も減少した｡その反面､技術装備に伴なう労

働の質的向上が進み､単位時間当り労働報酬は向

上した｡1965年を基点とした指数でみると､1990

年に政府米価は252､10ア-ル当り所得201､労働

報酬290､ という状況である｡単位時間当り労働

報酬は指数 300の水準にある｡しかし､農村地方

の兼業労賃の動向をしめす製造業､常用労働者5

-29人企業の賃金は､1965年を基点とす る指数

で､1990年に929という高水準をしめしている｡

以上の検討から結論されることは､食糧管理制

度の政策価格は､価格そのものが所得向上を誘導
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政府買 政帝売 消費者 政府管 販売業 政肺コス コスト 売 買 末 端
入価格 渡価桔 米 価 理経費 者経菅 ト価 格 逆ざや 価格差 順ざや
(A) 田) (C声胆汁促) (D) C) (F声純叫D)但)-(F)但)-仏)(C)-(A)

60kg当 た り 16,392 18,123 20,963 ､4,482 2;840 20,874 △2,751 1,731 4,571

(注) 1 政府買入価格は､平成4年度のうるち1-5類 1-2等平均包装込価格で､消

費税相当分を含む｡

2 政府売渡価格は､平成4年2月1日以降の内地米の原料玄米の消費税額分を含

む価格である｡

3 政府管理経費は､平成4年度予算の数値である0

4 資料出所は図3に同じ｡

図4 米の価格と逆ざや関係 (1992年産政府買入価格決定ペース)

する性質のものか ら､技術革新による省力､ コス

ト節約効果が農家経営内部に留保され､労働報酬 Ⅴ 市場変動と社会保障
単価の向上に貢献する性質のものに変化 した こと

である｡
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対する制度である｡年一回の生産であ り､国民的

食塩である米穀の市場風険は､生産者-農民の風

険であると同時に､消費者-勤労者の風険でもあ

るOこの特殊な風険は生産の側において農民が､

消費の側において勤労者がそれぞれ個人的に解決

することのできない性質の風険である｡ したがっ

てその解決の任務は社会に託されるのであ り､国

家は社会の任務を執行しなければならなかった｡

食糧経済における風険と比べて､野菜の風険は

特殊的である｡野菜の風険は短期的､局地的であ

るから､短期的､局地的に解決されなければなら

ない｡｢野菜生産出荷安定法｣(俗称 ｢野 菜 法｣｡

1966年 7月公布)を根拠法 として､政府が主宰す

る ｢野菜価格安定事業｣は､1960年代 に お け る
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国民経済の高度成長がもたらした 〟都市問題''に

対する施策である｡それは農村にも波乱を起すの

であるが "都市問題"の農村への波 及 で あ るO

"都市問題''と言 うのは､国民経済の高度成 長 が

促進した人口の都市集中を基調 とする問 題 で あ

るO都市に集積された巨大な野菜消費需要 と､そ

の巨大需要が促進した特定の農村における巨大な

野菜生産供給 との結合に関する問題である｡この

問題の解決も社会に託されるのであ り､国家が社

会の名においてその任務を執行しなければならな

い.

野菜価格安定事業は､指定消費地域 として34地

域､105都市を､措定野菜 として14種煩29種別を､

指定産地として1,187産地を指定している(1990年

表8 野菜指定産地と措定野菜の占有率の推移
(単位 :千 トソ､%)

･8412･970125･2宅1,18712,816i24･3合 計 11･22513,07車 111,21613･084124車 16312･928124･4I1,
(注) シェアは農林水産省 ｢野菜生産出荷統計｣各年産｡

(資料) 指定産地数･農林水産省食品流通局 ｢野菜指定産地一覧｣､指定野菜の出荷量 ｢野菜安定基金｣.
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8月)｡例えば京浜地域の27都､市の如くである｡

｢これらの地域における野菜の需要を安定させる

ことは､地域住民の消費生活上重要なことである

と同時に､それらの地域での価格の動きが全国的

な野菜の価格の動向に大きな影響力を持っていま

す｣(野菜供給安定基金 『1990年度野菜価格安定

事業の手引』p.6)とされている｡

指定野菜は甘藍､胡瓜､里芋､大根､とまと､

なす､人参､葱､白菜､ピーマン､ほうれん草､

レタス､玉葱､馬鈴薯の14種額を基礎とし､例え

ば､大根は4月一6月春大根(12産地)､7月-9

月夏大根(50産地)､10月-3月秋冬大根(58産地)

の3種別 (120指定産地)となる｡

指定産地は全国1,187産地が種別野菜ごとに､

都道府県知事の申し出を受けて農林水産大臣によ

って指定されている｡指定の要件基準は次の3点

である｡

(1) 面横｡例えば甘藍､白菜など8種額の菓茎

菜類は25-クタール､胡瓜など果菜塀は15-

クタール以上の産地｡

(2) 出荷数量｡区域内で生産される指定野菜の

出荷数量の1/2以上が指定消費地域に出荷す

ること｡

(3) 共同出荷組織などの出荷条件O当該指定野

菜の区域内の共同出荷組織による出荷数量

が､区域内の出荷数量の2/3を超えること｡

ちなみに､1990年産について言うと､指定産地

1,187地区からの指定野菜の出荷量は281万 トソに

達し､シェア (占有率)は指定消費地入荷の24%

を占めるようになった｡そのうち､もっとも高い

占有率はレタスの56%であった｡

業務区分

野菜価格安定事業の基礎制度は指定消費地区､

指定野菜および野菜指定産地である｡それを基礎

として､対象野菜､対象指定消費地域 (対象市

場)と対象出荷期間とを組合わせて､業務区分を

決定する｡例えば､秋冬甘藍､京浜消費地域にお

ける､1990年11月1日から1993年3月までの3年

間の､対象期間を一つの業務区分とする如くであ

る｡したがって後述する､価格補填の計算根拠と

なる平均販売価額､価格の保証基準額､最低基準

額も､この業務区分との関係で算定される｡登録

出荷団体が交付金交付の予約を申請する場合､関

係 (競合)する野菜指定産地から生産される野菜

の種別と､その野菜が登録出荷団体の手を通 じ

て､どの指定消費地域にどのくらいの数量が出荷

されるかを把捉し､業務区分､業務対象年間､申

込期限､資金造成単位 (つまり､いくらの資金造

成負担が要求されるか)､保証基準額､最低基準

額を調査したうえで､どの業務区分と､何 トンの

出荷契約をするかを決定する必要がある (前出,

野菜供給安定基金 『手引』p.41)0

(2) 資金造成と価格補填

野菜供給安定基金

｢野菜供給安定基金｣は野菜法に基づいて1976

年10月に設立された｡｢基金は---その社会的影

響力も大きくなり､関係者の利害が必ずしも一致

しない業務を基金という一つの組織で円滑に進め

てゆくため､生産者､消費者のいずれにも偏しな

いことが要求されます｡そのため､基金の組織及

び財政面にわたる政府の監督が強化されるととも

に､一方では生産者､消費者の両者の代表からな

る評議員会を設け､さらに価格安定事業に関して

は､旧野菜生産出荷安定資金協会 (1966年10月設

立､1976年10月改組一引用老)の会員である登録

出荷団体を構成員とする協議会を設ける等､各方

面の意見を徴することとしております｣ (前出､

野菜供給安定基金 『野菜価格安定事業の手引』p.

14参照)｡

元来､野菜生産安定事業 (1962年6月開業)は

都市の野菜問題の解決のために創設されたoLか

し､｢総合農政｣(1970年2月､閣議決定)が農政

を生産者､消費者をふくむ社会各方面の利害を反

映することを基礎とするに至ったのちは､野菜生

産安定事業もまた､そのような性格をより一層鮮

明にしたと言うべきであろう｡

生産者価格差補給交付金

野菜供給安定基金は ｢指定消費地域における指

定野菜の価格の著しい低落があった場合｣に､出

荷団体を通じて生産者補給金を交付す る｡それ

は､業務区分ごとに定められている ｢保証基準

額｣以下に ｢平均販売価額｣が低落した場合であ

る｡従来､各業務区分ごとに過去の卸売市場価格
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表9 資金造成に係る負担割合及び補助割合

(注) 1 重要野菜は春キャベツ､夏秋キャベツ､冬キャベツ､秋冬だい

こん､たまねぎ及び秋冬はくさいで､一般野菜は､その他の指定

野菜であである｡

2 基金への国の直接補助金の2分の1については､国庫債務負担

行為による補助金となっている｡

3 道府県の補助金は､当該道府県の資金造成額の4分の1を限度

として､債務負担行為による補助とすることができる｡

(資料) 野菜供給安定基金 『1990年度野菜価格安定事業の手引』による｡

の3カ年移動平均値から得られた趨勢値価格の90

%を､保証基準額とした｡しかし､1985年から最

近の野菜情勢に照らして､過去の市場価格を修正

した価格の平均 (平均価格)の90%に改めた｡

最低基準額

一般には平均価格の1/2であり､それ以下の低

落については補塀しない｡最低基準額を低く定め

ると補填対象の価額の範囲が拡大され るが､反

面､資金造成のための登録出荷団体の負担も大き

くなる｡通常､そのような低落はあり得ない水準

のために､予め大きな負担をかけることを避ける

ため､一般には平均価格の1/2と定め られ てい

る｡

平均販売価額

これはある ｢業務区分｣に含まれるすべての対

象市場に出荷された野菜の全部の平均であって､

個別の登銀出荷団体の出荷の平均ではない｡例え

ば､11月1日から12月31日までを対象出荷期間と

する冬甘藍であって､関東ブロック (水戸､宇都

宮､前橋､京浜､甲府､長野､静岡)を対象市場

とする業務区分の場合､基金はこの業務区分に交

153

付予約を申請している､すべての登録出荷団体か

ら､この期問に当該対象市場に委託出荷された､

冬甘藍の数量と販売金額について､旬別に集計し

て､kg当り価額を算出して､匂別平均販売価額

と呼ぶ｡

価格差補給交付金

平均販売価額が保証基準額を下回ると､その差

額にたいし､基金は登録出荷団体に格差補給交付

金を交付する｡これには､一般補給交付金 (差額

の90%を､補塀する)と､｢重要野菜｣を対 象 と

した特別補給交付金 (差額の10%を補填する)が

ある｡したがって重要野菜の場合の補填は100%

になる｡

価格補填事業

上述を図示すると ｢指定野菜の価格補填事業｣

図の如くである｡若干の説明を加えると､国庫補

助は､野菜供給安定基金に直接支出するものと､

道府県庁を経由するものとがあるOいずれも基金

において合計されて､登録出荷団体 (道府県経済

農協連合会など)を経て､指定産地の生産者農民

に交付される｡生産者と登録出荷団体の関係は､
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対 象 品 目 :キャベツ､きゅうり､さといも､だいこん､たまねぎ､ トマ

ト､なす､にん じん､ねぎ､はくさい､ばれいしよ､ ピーマ

ン､ほうれんそう､レタス (14品目)
指定消音地域 :札幌､函館､釧路,青森､八戸､仙台､盛岡､秋田､山形､

福島､水戸､宇都宮､前橋､京浜､新潟､金沢､富山､福井､

甲府､長野､静岡.中京､京阪神､鳥取､松江､岡山､広島､

高校､徳島､桧山,高知､北九州､長崎､熊本､大分､宮崎､

(荏) 野菜供給安定基金 『1990年度野菜価格安定事業の手引』による.

図5 措定野菜の価格捕てん事業

生産者は農協に対し無条件委託､販売価格の共同

計算 (最低､ 1日以上期間の共同計算) などの

出荷委託し､農協は道府県経済農協連合会などの

登録出荷団体に､同様に出荷委託する｡基金に対

し資金造成の負担をするのほ登録出荷 団体 であ

る｡

資金造成

野菜供給安定基金の基本的事業である価格差補

給交付金の財源となる資金は､登録出荷団体の負

担金,国庫および道府県庁支出の補助金であり､

これを基金として横み立てる｡

この資金造成額は､平均販売価額が最低基準額

以下に低下したとき (補助金､交付金の単価が最

高になるとき)にも､交付予約にもとづく補給交

付ができる金額でなければならない｡そのため一

般補給交付金の資金造成単価は､保証基準額と最

低基準額の差額の9/10に相当する額(交付金単価

の最高額)とする｡

また､特別補給交付金の対象となる｢重要野菜｣

(甘藍､秋冬大根､玉葱､秋冬白菜)については､

計画完成の出荷実績があった場合､一般補給交付

金のほかに特別補給交付金 (一般補給交付金の

1/10)が交付され､両者合計で保証基準額と最低
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表10 措定野菜価格安定事業の推移

交付予約数量 l資金造成額 l交付金交付額

(注) 野菜供給安定基金 『野菜価格安定事業の現状』1990年10月による｡

交付率-交付金交付額/資金造成額

基準額の差額の 10/10の額 となる｡このため､こ

れに対応して 10/10に相当する額の資金を造成す

る必要がある｡資金造成に当っての登録出荷団体

の負担割合､及び国庫､都道府県庁の祇 助 割 合

は､掲出の ｢資金造成に係る負担割合及び補助割

合｣表の如 くである｡

A 全野菜 15,754千t

指
定

消
費
地
城
外

指
定
消
費
地
域

B 指定野菜 11,233
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(3) 野菜価格安定事業と野菜経済

価格差補助金交付金の経済的性質

別表 ｢指定野菜価格安定事業｣のしめ す よ う

に､1980年代の資金造成額は毎年800-900倍の水

準にあった｡そして同期間の交付金は 100億円の

A:野菜の総流通量 15,754千 t

Bニ指定野菜の総流通量 11,233
C:指定産地の出荷量 5,267 B/A 71%

C/B 47

D:指定消費地域の指定 9,350 D/B 83
野菜入荷量

El:Dのうち指定産地から 4,687 El/C 89
の出荷量

El/D
F:交付予約数量 2,501 F/A

F/B

F/C

0

6

2

7

5

1

2

4

F/D 27

F/ E1 53
資料 (1) A,B,Dは農林水産省 ｢青果物卸売市場調

査報告｣｡Aの総流通量には果実的野菜を含む｡
またA,B,Dには全農生鮮食品集配セソタ-
を含む｡

(2) C,Elは野菜計画課調べ｡
注 (1)指定消費地域は､1988年度の34地域 164都

市

(2)指定産地は1989年8月25日現在の1,184産地

図6 野菜の流通量に占める交付予約数量の割合 (1988年度)
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水準を経過した｡一般野菜の内訳を例にとると､

その80%が補助金であり､20%が結局は農民所得

に由来する登録出荷団体負担金である｡交付金の

内訳からその経済的性質を考察すると､団体負担

金は､農民所得の各年に亘る平準化に相当する｡

他の80%は価格安定事業を介して､農民に対する

追加所得として付加された分である｡それは農民

にとって､所得追加ではあるが､都市住民にとっ

てみると､自分の負担なしに､この価格安定事業

を通じて､250万 トソの数量の野菜に対する交付

金によって､少なくとも指定産地から469万 トン

の指定野菜を入手したのである｡

野菜流通量と交付予約数量の役割

1988年産の野菜の総流通量は､1,575万 トンと

推定される｡そのうち71%をしめる1,123万 トン

が指定野菜であり､とくに総量の45%に当る527

万 トンは指定産地からの出荷量である｡この指定

産地出荷の野菜は､①両横､数量ともに大量に集

積されたものであり､②出荷団体に対す る農民

の無条件委託､共同計算制の言わば組織された計

画的流通部分である｡その流通部分の中核をなす

のが､価格差補給交付金の交付される250万 トン

である｡都市消費市場､消費者は､安定的に必要

消費量の入手が保障され､生産者､農民は､市場

変動による利益喪失を回避できたと言うべきであ

ろう｡問題は､農民の受け取る価格差補給交付金

のうちの農民所得平準化は言うまでもなく､国庫

などからの補助金-農民にとっての追加所得分を

ふくめて､その総額が農民の野菜生産労働に対す

る十分な所得に達したか否かにある｡

(4) 特定野菜等価格安定対策事業

1975年に農林水産省に設置された野菜制度研究

会は､｢特定野菜価格安定対策｣事業の創業につ

いて結論を出した｡指定産地制度に加えることが

できず､しかし､その需給､価格安定を講ずる必

要のある野菜について､都道府県の野菜価格安定

法人を利用して助成するという結論である｡1976

年6月に特定野菜価格安定事業が開始された｡ま

た､1981年度に野菜指定産地の補完機能を果す都

市近郊産地を整備するため､｢都市近郊産地整備

価格差補給事業｣(都市近郊産地事業と略称)を発

足した｡

この事業は､指定野菜に準ずる特定野菜27品

目､都市近郊で生産される指定野菜 (そのうち玉

葱､馬鈴薯を除く)12品目を対象とする｡特定野

菜は①作付面積約5-クタール以上の規模の産地

であって､②その産地から出荷される数量のI/2

以上が指定消費地域に出荷され､(参出荷数量 の

2/3以上が､共同出荷される野菜である｡

都市近郊野菜は(丑指定消費地域内かその周辺50

キロメートル内にある産地､②作付面積が約10-

クタール以上の規模の産地､(診その産地から出荷

される数量の1/2以上が指定消費地域に出荷され

ること､④出荷数量の1/2以上が共同出荷される

ことである｡

価格差補給

過去8年間の市場価格を卸売物価指数で修正し

た価格の平均を以て平均価格とする｡保証基準額

は､特定野菜は平均価格の80%､都市近郊野菜は

平均価格の90%とする｡最低基準額は､平均価格

の1/2とする｡県法人は業務区分 (指定野菜の場

合と同じ)ごとに､出荷団体が生産者から委託を

受けて､規定の出荷期間内に規定の市場に出荷し

た野菜の､旬別平均販売価額を算するO旬別平均

販売価額が保証基準額を下回ると､その出荷団体

に対し価格差補給交付金を交付する｡交付金の単

価は､業務区分ごとに､保証基準額から旬別平均

販売価額を差引いた額の8/10を乗じた額とする｡

資金の造成

指定野菜価格安定事業の場合は､基金が必要資

金の総額を造成するが､特定野菜等価格安定事業

の場合は､国庫補助金は基金において蓄積､造成

するが､その他の必要資金は､県法人が交付準備

金として造成する｡県法人が造成する交付準備金

は､出荷団体の負担金と都道府県庁の補助金から

成るが､政府は両者が均等となるように指定して

いる｡具体的には､特定野菜事業の場合､野菜供

給安定基金が1/3､野菜価格安定法人2/3(うち

出荷団体負担1/3､都道府県庁1/3)である｡

交付予約数量と交付金

1989年度実績によると､特定野菜等価格安定事
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業交付予約数量は43.9万 トン､交付金16.1億円

(うち助成金額5.9億円)であった.

Ⅵ 高齢化農村と社会保障

(1)農業者年金制度

高齢化義村社会

1990年2月現在､農家世帯数人口は1,729万人

であり､そのうち65歳以上が19.9%､345万人で

あった｡全国平均のしめすところでは農村社会は

高齢化社会に達した｡高齢化農村社会の直面する

問題は､第一に農業後継者不足である｡農林水産

省の統計によると､1990年度の農家子弟の学校卒

業者は50.8万人であったが､農業就業者 は僅か

1,700人に過ぎなかった｡全国の農家戸数383万

戸が40年ごとに後継者交替を迎えるとすると､毎

年9.5万人の後継者を必要とする状況にある｡

第二の問題は､高齢期を迎えた老人の生活問題

である｡『農家経済調査』1990年度において､平均

4.25人からなる農家の家計費は527万円 (平均1

人124万円)であるが､反面､農業所得は116万円

に過ぎず､この比較に関する限り農家経済は ｢破

産的｣である｡｢破産的｣農家経済は､高齢者に

とって生活の基礎が不安定であることをしめして

いる｡

農業者年金制度

｢農業者年金制度は､国民年金の被保険者であ

る農業者に対し､国民年金の給付に加えて､経営

移譲及び老齢について必要な年金の給付を行うこ

とにより､農業者の老後の生活の安定及び福祉の

向上に資するとともに､経営移譲を通じて､農業

経営主の若返り､相続時の農地細分化の防止､さ

らには経営規模の拡大という農業の構造改善の推

進に寄与することを､目的として1971年1月に発

足した｣(農業者年金基金 『農業者年金､そのし

くみのあらまし』1993年8月による)a

農業者年金基金

｢1970年5月20日公布の農業老年金基金法にも

とづき､農業者年金事業を統一的に実施する政府

関係の特殊法人として､1970年10月1日設立され
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た｡この基金は農業者の経営移譲及び老齢につい

て必要な年金等の給付の事業を行うとともに､こ

れら事業に関連して､農地等の買入れ及び売渡し

等の事業を行うことにより､国民年金の給付と相

まって農業者の老後の生活の安定及び福祉の向上

に資するとともに､農業経営の近代化及び農地保

有の合理化に寄与することを目的とする｣ (農業

者年金基金 『事業年報1992年』p.8)｡その主な業

務は次の6項目である｡

農業者年金事業

経営移譲年金､農業者老齢年金､脱退一時金及

び死亡一時金の給付業務｡加入の資格要件は､①

国民年金第1号被保険者 (自営業者)を共通の要

件とするほか､農地面積50アール以上の農業経営

主が､当然加入の被保険者となるO②また､30ア

ール以上50アール未満のもので､年間農業労働時

間が､700時間以上に達する農業経営主は任意加

入とする｡③上述の①と②の直系卑属であり､農

業従事期間が通算3年以上ある者のうち,経営主

が後継者として指定する1人｡

その他の事業

上述の農業者年金事業の他､つぎの事業 を行

う｡

① 離農給付金の支給｡農業者年金に加入でき

ない安定兼業農家等が､経営規模の拡大を志

向する者へ経営移譲して離農したとき､離農

給付金を支給する業務o

② 農地等の買入れ売渡し｡経営移譲年金の受

給要件である経営移譲を円滑に進めるため､

基金が離農希望者の農地等を買い入れ､経営

規模の拡大を志向する者へ売り渡す業務O

③ 農地等の借受け貸付け｡経営移譲年金の受

給要件である経営移譲を円滑に進めるため､

適格な経営移譲の相手方を見出せない者の農

地等を基金が借り受け､経営規模の拡大を志

向する者に貸付ける業務｡

(彰 農地等買入れ資金の貸付けO経営移譲年金

の受給要件である経営移譲を円滑に進めるた

め､経営規模の拡大を志向する者に､離農希

望者の農地等を取得するために必要な資金を

貸付ける業務O
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表11 1992年度農業者年金事業･損益計算書

(単位 :千円)

収 益 Il 費 用

(注) 農業者年金基金 『事業年報』1992年度 p.24-5によるO

⑤ 福祉施設の設置及び運営｡農業者年金の被

保険者及び被保険者であった者の福祉を増進

するために必要な業務｡

事業の実施機構

農業者年金の業務は農業者年金基金が実施する

が､都道府県段階の業務は､その段階の農業会

議､中央会に委託する｡市町村段階の業務は､市

町村農業委員会 (3,222委員会)､農業協同組合

(3,197組合)に委託する(1992年度現在)Oなお､

年金基金の運営費 (人件費など)は30% は厚 生

省､70%は農林水産省の補助金による｡

(2)農業者年金事業の現況

被保険者加入状況

1992年末現在､加入者総数は479,648人であり､

当然加入256,460人､任意加入223,188人 (うち後

継者215,035人)である｡ちなみに被保険者総数

は､1975年116万人をピークに急減して､1980年

106万､1985年83万､1990年57万と半減した｡そ

れは農家人口の減少に伴なう有資格者の減少によ

るが､加入率の低位も原因する01992年度現在の

加入率は､当然加入が86%､任意加入が72% (ラ

ち後継者加入75%)､合計79%弱にとどまる｡低

い加入率は保険の有益性の問題でもあるが､それ

以上に農村における､農業者数の急減､例 えば

1980年から1990年にいたる10年間に､農家数 が

466万戸から383万戸-83万戸減少という事実があ

る｡

制度の健全性をしめす保険料の収納状況も､決

して好成績とは言えないO最近数年らい ｢基金｣

が収納する保険料は700億円前後の水準にあるが､

単年度収納率 (1-12月を要収納月数とし､これ

に対する翌年3月までに収納した月数の割合)ち

88%前後の状況にある｡

年金の受給

保険料額は通常保険料は月額約17,000円､35歳

未満の被保険者と適用される30%軽減の特定保険

料が､月額約12,000円であるOこれに対する年金

の支給要件は次の如くである｡

① 経営移譲年金｡保険料納付済期間等が20年

以上であり､かつ､65歳に達する前に適格な

経営移譲を行ったときとする｡

② 農業者老齢年金｡保険料納付済期間等が20

年以上であり､65歳になった者など｡

つぎに年金の受給権老数は､漸増の債 向にあ

る｡1992年度末現在､経営移譲年金の受給権者は

660,559人､農業者老齢年金受給権老数は536,673

人､合計723,053人である｡

年金の給付額は各年の所定の年金単価に､保険

料納付済期間の月数を乗じて計算される｡1992年

末現在で,経営移譲年金は65歳未満の者が約70万

円､農業者老齢年金が約13万円である｡

･国庫負担

経営移譲年金についてはその額の1/2が､国庫

補助となる｡1991年度から当分の間､この国庫補

助のほかに追加助成が法律として実行 され る｡

1991年度89億､1992年度233億､1993年度360億､
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1884年度471億､1995年度547億である｡

給付の総額は経営移譲年金が､受給権者660,559

人､給付額1,474億7,600万円 (基本額724億6,000

万､加算750億1,600万)であった｡また農業者老

齢年金は､536,673人､ 685億6,200万円､ 平均 1

人127,753円であった｡

農業者年金における保険と給付

農業者年金事業における資金の調達､運用の特

徴は､①年金受給資格発生までつづく保険料の集

積と､年金給付にかかわるものであって､それは

当該者の所得の平準化の機能である｡②つぎほ農

業者が支払 う保険料は､年金給付として戻ってく

(1) 加入の状況

加入種別被保険者数
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るが､年金給付金は､保険料の3倍を超える額で

ある｡具体的に､1992年度の損益計算書を考察す

れば､明らかである｡

農家の支払った保険料は706億 であるが､受取

る年金給付金は2,306億である｡その差額1,600億

の主なものは､国庫補助金486億､国庫負担金559

億などである｡

注目に値することは､農業者年金事業は保険契

約の形式を通じて国庫資金の配分榛横の役割をは

たすことである｡

(すがぬま まさひさ 名誉教授)

(1994.10.3 受理)

参考付表 農業者年金事業

(1993年3月末 単位 :人､%)

加 入 率 (1993年3月末 単位 :人､%)

区 分 加ゐ男爵 為 数 l 被 保 猛 者 数
未 加 入 者 数
(C)

加 入 率
(B)/弼

計 1 609,204 1 479,6481 129,556 1 78.7

(荏) 未加入者数(C)は､平成4年6月1日現在の数値です｡

年齢階層別被保険者数 (1993年3月宋)

区 分 I 男 L 女 L 計 L構 成 比 I当然加 入 l任意加 入

(荏) 平均年齢は48.4歳です｡
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(2)床険料の収納状況 (単位 :百万円､%)

年 度 F 収 納 額 Z 単 年 度 収 納 率

(症) 収納額には､その翌年分の前納保険料の収納額を含んでいますO

(3)受給権者数の推移 (単位 :人)

(荏) 受給権者の計は､実人数です (平成4年度末における経営移羨年金を併給している者を除く農業者老齢年金

だけの受給権老数は62,494人です)0

(4)年金給付析 (単位 :百万円)

(資料) 農業者年金基金 『農業者年金基金そのしくみのあらまし』1993年8月刊による｡
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